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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2図
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しかも仮定により，このような市民の集合Σα汁Σ砺＋伽は多数派である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．E．　D．
　補題2によって挑戦者の最適戦略は政策プnグラムをamに設定することであることが
わかった。一方定理1によって，現職の候補者も彼の政策プログラムをamに設定する。
すなわち両候補者は同じ政策プログラムを提示するわけである。この時，上記のような仮
定のもとでは，どちらの候補者が当選するであろうか。
　定理3（シエップル）　仮定U，C，　Pのもとで，すべての市民の選好が危険回避的で
あれば，現職の候補者の最適な政策プログラム砺は挑戦者のそれを打ち破る。したがっ
て現職の候補者のプログラムは，挑戦者の任意のプログラムをうち破る。
　証明　定理の前半は次のように証明される。まず市民ηηについては，効用関数の対称
性と選好の危険回避性とから，
　　　　　　　ご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タ　　　　1腸11・＊（x）Um（肋一ナl121｝・（x）・dx
　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　一÷一1腸一－晦（x）・dx＜÷｛・m（・の文÷｝蝋砺）
　　　　　　　　　　2
次にθ乞≧伽である市民碗については，点（am，　ui（am））でπ乞（κ）に接線観（κ）を
ひくと，娠κ）が凹関数であることに注意して
　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・u・（・m）一1諜｝・（x）dx＞轡型・・（x）dx
　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　一・1腸＝1・＊（・）u・（・）dx
　　　　　　　　　2
　　　　・咽〉～競＝あω姻ぬ
　　　　　　　　　　　　　2
さらにαゴ≦砺である市民吻についても，玩についてと同様にして
　　　　・・ω〉～罪：｝・㊥・伽
　　　　　　　　　　　2
すなわちすべての市民が現職の候補者を支持する。
　定理の後半は，任意のr（x）について，r（x）よりr＊てx）を支持する相対多数の市民の
集合Vに着目すれば，選好の推移性を使って，補題2と定理の前半よりただちに証明され
　　　　　　　ト（21）
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．E．　D．
（2エ）定理3で「すべての市民が危険回避的」と仮定したのはやや不必要に強い仮定で
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　定理3はゼックハウザーの提出したアノマラスな反例を予防する条件を示している。す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）なわち，すべての市民が危険回避者であることがそれである。
　さてこれまでは現職の候補者の政策プログラムは確実な政策と仮定され，これが挑戦者
との決定的な相違であった。しかし実際には現職対新人という対決ではなく，2人の新人
の対決とい・う場合もあり，その時は2人ともリスキーな候補者になる。そこでそのような
場合に2人の候補者を区別するために，危険関数を一様分布と仮定したうえで，次のよう
な定義を導入しよう。
　定義4　一様分布で表わされる2つの危険関数のうち，定義域の小さい方を危険性の少
ない関数1ess　risky　functionという。
　すると定理3の拡張として，次の定理がえられる。
　定理4（シェップル）　仮定U，Pのもとで，市民の多数派が危険回避的であれば，政
策プログラムについて危険性の少ない候補者がかつ。
　　ある。実はここでのべた市民の集団Vが危険回避的であればよい。けれども定理3
　　で「過半数の市民が危険回避的ならば」と仮定することはできない。その過半数の
　　市民が集団Vと一致する保証はないからである。
（22）　シェップルは，3人の市民と3つの選択対象について，投票のパラドックスが起
　　らないための条件を提示した。　（K．A．　Shepsle，　The　Paradox　of　Voting　and
　　Uncertainty，　in　Probability　Models　of　Collective　Decision　Mafeing，　ed．
　　by　R．　G　Niemi　and　H．　F．　Weisberg）彼の定理に私なりの証明をあたえ，あ
　　わせてゼックハウザーの反例が生じないための条件を示そう。
　　　いま3人の市民vi，　v2，　v3が3つの選択対象（または政策プログラム）xエ，　x2，
　　x3の内からひとつを選択する問題に直面しているとしょう。ゼックハウザー一の反
　　例であたえたように，3人の市民の選好表を下記のようにあたえる。これは投票の
　　パラドックスが起る例である。
　例1　選択対象　Xl　κ2　κ3
　　　市民　Vl　l　ん　0　　0くk，　m，　n〈l
　　　　　　v2・　O　1　m
　　　　　　v3　n　　O　l
　　　ここで選択対象を擬人化して，現職の候補者はXl，　X2，　X3の中から1つを確実
　　性’1で提案し，挑戦者はそれぞれにP1，　p2，　P3（ただしO＜Pi，　P2，　P3く1，　Pi
　　＋P2＋P3　＝1）の確i率を付して提案するというように市民が受けとると考えよう。
　　もし上記のような確率分布をもった提案SがXl，　x2，　x3のどれよりも多数の支持
　　を得るならば，これをmajority　lotteryとよぶ。するとただちに次の補題がえら
　　れる。
　　　補題　提案Sがmajoriヒy　Iotteryであるための必要十分条件は，この提案が任
　　意の市民のセカンドランクの対象よりも選好されることである。
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　証明　危険性の大きな候補者の政策プログラムr（x）にたいして，危険性の少ない候補
者の適当な政策プログラムr＊（X）がr（X）をうち破ることを示そう。いま
　　　　・（・）一÷一，θ幼一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Wi（X♪
にたいして，b－d＝C－aのように（C，　　　　　　　　　．　　、　！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な　　　　　ロのをとり，　　　　　　　　　　　　l　i　　　　　　　；　lUt（X）
　　　　r＊（x）一兵，・・一d一・　ii　　ii
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コにとる。ここで危険回避的な市民Viに　　l　i　　　　　　　i　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；　　，　　　　　　　　　　　l　　leだけ着目して，効用関数Ui（X）にたい　　l　l　　　　　　　；　1、て直線姻をひ、幽（、）。癩），古．さ　　島　 κ
Wi（の＝Ui（c）になるようにする（第3　　　　　　　　第3図
図）。このとき，
　　　　4圭。1㌦（x）dx一δとα1㌦・（x）dx
　　　　　　　　c　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α
が成立していることに注意しよう。政策プログラムr（X），r＊（X）による，この市民の効
この証明は自明である。補題から提案Sがmajority　lotteryであることは，
　　　Pi＋P2k＞le　O
　　　P2＋P3M＞M　＠
　　　P3＋Pln＞n　＠
が同時に成立することと同値であることがわかる。そこで，このようなmajority
lQtteryが存在するための条件を求めよう“。
定理（シェップル）①②③を同時にみたすIottery　Sが存在するための必要条件は
　　　lemn＄（1一一k）（1－nz）（1－n）
ここに等号が成立すれば存在は一意である。
　証明　P3＝1－PユーP2とおけば，
①よりP・〉・一÷P・
　　　　　　　解②より P2＞　　　　　　　　　Pl　　　　　　l－m
③より　P2＜一（1－n）Pエ＋（工一n）
したがって，②③の領域の交点Eの座標は
（　（1一吻（1〒n）勉＋（エー初）（レn）・m（寧歳睾。））
?
B
　　　　　ca　，f14
　　　　E．，ILItC一　1
　＠一nv　，i　　　　　　　　iノ　　…
O－P一一一’Pi　　　　第4騙したがって，①②③を同時｝こみたす（角，P2，．1－Pl－P2）が存在するためには
　　　　皆…モ鰐騨④
　　　　　　　　　　m＋（1－m）（1－n）
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用水準をそれぞれUi（r），　Ui（r＊）として，　Ui（r）くUi（r＊）を証明すればよい。
　　　　ui（r＊）　＝　i　，d　r＊（x）　ui（x）　dx
　　　　　　　　　　　　d　l　　　rd一≠。1。蝋肋＋読。～。〔ut（x）一wi（x）〕dx
＝＝
@一s：．liaH．　！b．　wi（x）dx＋一dl．iri“S：　（ut（x）’wi（x））　dx
＞“一all蝋肋＋δ圭a！1瞬（x）・一一Wi（x）〕dx
　：±．a　｛！Z　“i（X）d‘＋！C．　（W‘（r）’u・t（x））　dx
　　　＋1り〔助ω一碗ω〕dx｝
〉δまαll　Ul（・）dx一～lr（加（x）d…Ui（り
しかも仮定から，このような市民Viの集団は多数派だから，　r＊（X）はr（X）より社会的
に：支持される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．E．　D．
　ここで補題2から定理4までにあった仮定Pをはずして，一般的な危険関数のもとでも
同じ結果がえられることを証明しょう。まず補題2の拡張として
　補題5　仮定U，Cのもとでは，同じ型の危険関数をもつ2つの不確実な政策プログ
ラムのうち，期待値amをもつものはam以外を期待値にもつものより，市民の多数派
の支持をえる。
　　　　．：　femnS（1－fe）（1－m）（1－n）
交点が一意であるためには④式で等号が成立すればよいから
　　　　femn＝＝（1－k）（1－m）（1－n）　Q．　E．　D．
次にゼックハウザーの例の場合には，市民の選好表は
　例2　　　選択対象　Xl　x2　x3
　　　　　　市民　Vl　l　k　O　O〈々，　m，　n＜l
　　　　　　　　　v2　M　　l　O
　　　　　　　　　v3　O　n　l
このときlottery（舞1，　P’x3）が提案x2にかってmojority　lotteryになる必要
十分条件は，市民v1とv3とによってこの10tteryが支持されること，すなわち
　　　　P≧kかつP’≧n（P＋P’＝1，P，グ＞0）⑤
が成立することである。この⑤式が成立しなければ，市民の集団はかならず確実な
提案x2を採択する。しかるにもし3市民とも危険回避者ならば，　fe＞壱かつn＞
垂だからk＋n＞！＝P＋P’となって⑤式に反する。したがって，本文定理3で述
べたように，すべての市民が危険回避者ならばゼックハウザーの反例は成立しな
い。なお二丈定理6も参照せよ。
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　証明　仮定により期待値a。Lをもつ政策プログラムとant以外をもつそれとは；それ
ぞれ次の条件をみたす。
　　　　SZ　r＊（x）dx　一1，　f　e，　xr＊（x）dx－a，，，
　　　　f：　r（x）dx＝i，　Jl　xr（x）dx＝e　（ebgam）
　ただしb－a＝＝d－c＞0で，r＊（x）とr（x）は同じ型の確率分布
　証明は補題2のそれと同様にしてできるので，r（x）がamの左側に分布する場合（す
なわちe〈am）だけをとりあげよう。市民Vmについては
　　　　J　：　r＊（x）u．　（x）dx　＝　f　：”b　r＊（x）za，．（x）dx一一　f　Z．　r＊（x）um（x）dx
　　　　＞f：’（“M”“）r（x）u．（x）dx＋　jrt：一（b．．．，）　r（x）um（x）dx＝　f3　r（x）um（x）dx
at≧amである市民Viについては選好の単旧型からただちに
　　　　IZ　r＊（x）ui（x）dx＞f：　r（x）ui（x）dx
しかも仮定からこのような市民の集合Σan＋a。nは多数派である。　Q．　E．．　D．
　次に定理3の拡張として定理6を証明する。
　定理6　仮定U，Cのもとで，すべての市民が危険回避的な選好をもつならば，確実
な政策プログラムamは，どのような形態の不確実な政策プログラムをもうち破る。
　証明　補題2と定理3との関係と同じように，補題5を前提とすればすべての市民によ
って確実な政策プmグラムafnが期待値amをもつ不確実な政策プログラムr＊（X）よ
り選好されることを証明すれば十分である。ree（X）は〔a，　b）で定義され，
　　　　・〈・mく礁・・＊（X）・・一・m　　　　　①
を満足するとせよ。危険回避的な任意ap市民Viについて，点（a。t，　Ui（am））でUi（x）
に接線をひくことにより，①を使えば
　　　　fZ　r＊（x）zai（x）dx〈Jb．　r＊（x）　｛u’i（a7n）（x－am）＋ut（am）｝　dx
　　　　＝：　u’i（am）　f　Z　xr＊（x）　dx－u’t（a7，t）　am　f　Z　r＊（x）dx＋ui（a？te）　f　Zr￥i　（x）dx　＝＝　ui（a．）
したがってすべての市民にとって
　　　　ut（am）＞J，b，　r＊（x）ui（x）dx　，　Q・　E・　D．
　これにたいして，市民の過半数が政策集合のある領域で危険受容的であれば，逆に新人
　　　　　　　　　　　　　　　　　一84一
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）候補者が現職候補者を破りうるという，ややショッキングな命題が成立する。
　定理ワ　仮定U，Cのもとで，もし市民の過半数が，政策集合の中のamをふくむあ
る部分集合について危険受容的ならば，amを期待値としてもつ任意の不確実な政策プロ
グラムは，確実な政策プログラムamをうち破る。
　証明　不確実な政策プログラムr（X）は〔a，b）で定義され，
　　　　・＜娠耐1・・（x）d…am
を満足するとせよ。このとき危険受容的な市民防に着目すると，その効用関数がU”ゴ（X）
＞Oであることに注意して，定理6の証明と同様に点（am，％ブ（am））で錫ゴ（x）に接線を
ひくことにより，
　　　　∫1　・（・）・，（x）・dx＞∫lr（ρ｛u’・（a・）（x一・”t）…（・の｝dx
　　　　＝u’，・（am）fb．　xr（x）dx－u’」（a”t）awb　f　Z　r（x）dx＋u」（am）JZ　r（x）dx＝u」（ant）
しかも仮定からこのような市民は多数派である。　Q．E．　D．
　定理7は，ダウンズのもともとの学説に若干の修正を要求している。ダウンズは，彼の
命題の中で，2大政党制のもとでは，各政党の政策は曖昧になり，たがいに類似してくる
と主張しているが，定理7でみるかぎり，挑戦者は一期待値amをもっという制約のも
とでではあるが一amとは明確に異なった政策を提示し，しかも現職の候補者を破るこ
とが可能であるからである。
IV　あとがき
　政策決定のための新しい学説一ダウンズ理論一は，何よりも政策とは国民全体の福
祉を向上させるものというこれまでの政策理論の虚偽性を脱却し，政策とは特定の集団
（政党）が，市民の多数派の：支持をえなければならないという政治機構の制約のもとで
はあれ，自己の利害を拡大する目的で構成するものにほかならないことを明らかにした。
（23）市民が危険受容的であるというのは，現政権にたいする市民の不満を表わしてい
・・ダ・・ズは・騰補者にた瞬市民の紐焼餅痴・蕃
　　（ここにU：は「理想的な政府」だったら提供したであろうプ市民への効用所得，
　　礎は現実の政府が提供した効用所得）で測ることを提案している。市民が危険受
　　容的というのは，performance　ratingがかぢり高いということと同値である。
一85一
　332
政筆決定に不可避のプレツ平ヤ・一一グループの活動，選挙時における政策プログラムの総花
性（市民の各集団から支持をとりつけるために総花的な公約を掲げる），あるいは支配機
構としての政府の意義（植民地支配，階級支配など）などは，すべてこの理論を契機とし
なければ明らかにされえないであろう。私はここにダウンズ学説の意義を認めるものであ
る。その意味で，最近数多くの研究者がダウンズ理論の再構成に着手していることは，必
　　　　　　　　　　　　　　　　（24）然的でもあるが，また望ましくもある。
　けれども，ここで私が定式化したノートには，なおいくつかの限界が残されているの
で，最：後にそれらを明らかにして，今後の方向を示そう。
　このノートでは，投票者としての市民の選好は選挙の過程で一貫して不変とされてい
る。したがって，2人の候補者はいずれも中庸な（という意味は，期待値α・，tをもつ）
政策プログラムを提示せざるをえない。このことは，たとえ政権が交代しても同じ政策が
実行されることが期待されることを意味している。政権の交代は，ただ市民の現政府への
評価（たとえば多選の知事でアキがきたとか，行政のありかたが市民の要望をみたさない
とか）と聖人への期待または不安とにのみ依存している。各政党（候補者）が異なった政
策を掲げ，選挙キャンペーンの過程で市民の選好を積極的に．シフトさせることによって，政
権の交代がおこなわれるという現実のダイナミックな情況，少なくとも現実に望ましい情
況が，このノートでは仮定によって排除されてしまっている。このような政策上の相違に
よる政府の交代，とりわけ市民の中のPassionate　Minorityの行動にかんする理論は，
続稿でとりあげられよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1973．7．31）
（24）先のKA．　Shepsleのほかに，．M．　Shubik，　T．　Negishi（Zeitschrift海71＞atio．
　　nalbkonomie），　O．　A．　Davis，　M．　J．　Hinich，　P．　C．　Ordeshook　（American
　　Political　Science　Rθη♂θzのなど研究者の数は枚挙にいとまがない。
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